
令和２年度一般会計決算（見込み）のポイント

１ 決算規模
○ 歳入 ９，３６８億４１百万円（前年度比＋１３．２％）

○ 歳出 ８，８４９億７６百万円（前年度比＋１１．１％）

令和２年度は，新型コロナウイルス感染症対策等に係る補助費等が

増となり，これに伴って国庫支出金が増となったことなどにより，

歳入・歳出ともに前年度を上回った。（図１，２）

２ 決算収支
○ 実質収支 １８８億３０百万円（①６６億１６百万円）

○ 実質単年度収支 １２１億６４百万円（①１９億５３百万円）

実質収支，実質単年度収支ともに黒字となっているが，令和２年

度新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の国庫返納予定金

（１００億円程度）等を含んでいることから大きく増加している。

３ 決算の特徴
【 歳 出 】

○ 人件費

退職手当が減となったものの，新型コロナウイルス感染症対応等に伴う超

過勤務手当の増や会計年度任用職員制度の創設に伴う会計年度任用職員期末

手当の増などにより，増加

（前年度比＋０．１％） （図３）

○ 補助費等

地方消費税の収入増に伴う地方消費税清算金及び市町村交付金の増や，

新型コロナウイルス感染症対策等に要した経費の増などにより，増加

（前年度比＋５４．９％）

○ 普通建設事業費

国の直轄事業や防災・減災，国土強靱化３か年緊急対策などに対応した経

費の増により，増加

（前年度比＋７．６％） （図４）

○ 災害復旧事業費

令和２年７月３日からの大雨による河川等の災害復旧に要した経費の増な

どにより，増加

（前年度比＋６７．５％） （図５）



○ 公債費

借入利率の低下による利子の減などにより，減少

（前年度比▲２．９％） （図７）

○ 義務的経費

公債費の減により，義務的経費(人件費，扶助費，公債費)が減少

（前年度比▲０．１％） （図８）

【 歳 入 】

○ 県税

新型コロナウイルス感染症の影響等によって，一部の業種を除いて企業業

績に減速が見られたこと等により法人二税が減となった一方で，税率引き上

げによる地方消費税の増などにより，増加

（前年度比＋０．２％) （図９）

○ 実質的な地方交付税（地方交付税＋臨時財政対策債）

地方法人課税の偏在是正措置により生じる財源を活用して創設された地域

社会再生事業費の増による基準財政需要額の増などにより，増加

（前年度比＋１．７％） （図１０）

○ 国庫支出金

新型コロナウイルス感染症対策に係る国の補正予算等に対応した国庫支出

金が増加したことにより，増加 （前年度比＋５８．０％）

○ 県債

防災・減災・国土強靱化のための５か年加速化対策への対応に伴う補正予

算債の発行が多かったことなどにより，増加

（前年度比＋１４．７％） （図１１）

４ 県債残高・基金残高
○ 県債残高

国の補正予算に対応するため，防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債等

の残高が増加したことなどから，本県独自に発行する県債の残高は前年度比

＋９億６４百万円，＋０．１％ の増（１兆６０７億１８百万円）

また，総額は，減収補塡債等の発行額の増加により，前年度比＋５３億３６

百万円，＋０．３％の増

（１兆５，９５２億９５百万円） （図１２）

○ 財政調整に活用可能な基金残高

新型コロナウイルス感染症対策等に活用したことから，若干減少し，

２４９億４７百万円

（前年度比▲０．２％） （図１３）


